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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第55期
第２四半期
連結累計期間

第56期
第２四半期
連結累計期間

第55期

会計期間
自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日

自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日

自 平成26年３月１日
至 平成27年２月28日

売上高 （百万円） 77,131 73,103 152,585

経常利益 （百万円） 3,647 3,250 7,708

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,074 1,851 4,236

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,049 1,843 4,253

純資産額 （百万円） 61,658 63,826 62,907

総資産額 （百万円） 87,862 87,772 87,184

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 54.28 48.42 110.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 54.17 48.34 110.38

自己資本比率 （％） 69.78 72.39 71.76

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 4,591 4,174 10,005

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △3,725 △5,209 △7,208

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △964 △965 △1,935

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 15,228 14,576 16,549

 

回次
第55期
第２四半期
連結会計期間

第56期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年６月１日
至 平成26年８月31日

自 平成27年６月１日
至 平成27年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.71 14.18

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境が改善する中、設備投資にも持ち直しの動

きが見られたものの、海外景気の減速の動きが強まり生産や輸出が弱含む等、力強さを欠きました。

　当外食産業におきましては、人手不足の状況が継続し、また、個人消費の回復の動きが弱まる等、厳しい事業環境

が続きました。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、引き続き新規出店を行うと共に、店舗のＱＳＣ(品質、接

客、清潔感)向上、商品力の強化、効果的な販売促進活動の展開に努めました。また、「ほっともっと事業」及び

「やよい軒事業」においてフランチャイズ展開を推進し、さらなる事業基盤の強化に向けて活動しました。

　以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、731億３百万円(前年同期比5.2％減)、営業利益は30億60百万

円(前年同期比9.5％減)、経常利益は32億50百万円(前年同期比10.9％減)、四半期純利益は18億51百万円(前年同期比

10.7％減)となりました。売上高につきましては、既存店売上高が前年同期実績を下回ったこと、直営店の加盟店へ

の移管が進んだことが要因で、前年同期実績を下回りました。利益面につきましては、直営店舗の原価改善や、広告

宣伝費等のコストの効率化を図ったものの、既存店売上高の減少の影響が大きく、前年同期実績を下回りました。

 

［国内における店舗展開の状況］

 
前連結会計

年度末
新規出店 退店

当第２四半期

連結累計期間末
改装・移転

ほっともっと 2,728店 35店 65店 2,698店 96店

やよい軒 274店 9店 ― 283店 13店

MKレストラン 31店 ― 1店 30店 2店

合計 3,033店 44店 66店 3,011店 111店

 
［海外における店舗展開の状況］

 展開エリア
前連結会計

年度末
新規出店 退店

当第2四半期

連結累計期間末

ほっともっと
中国 6店 1店 1店 6店

韓国 4店 1店 1店 4店

やよい軒

タイ 129店 6店 ― 135店

シンガポール 6店 ― ― 6店

オーストラリア 1店 1店 ― 2店

台湾 2店 1店 ― 3店

合計 ― 148店 10店 2店 156店
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　セグメントの業績は次のとおりであります。

 

①ほっともっと事業

　店内調理による手づくりの特長を活かしつつ、「健康」をテーマとした様々な取り組みを行いました。お客様のよ

り健康的な食生活を支えることが出来るよう、商品の製造工程や調理工程を見直し、本年４月より全弁当メニューを

対象に減塩を実施しました。また、低カロリーで野菜をたっぷり使用した「タニタ監修弁当」の販売を全国に広げる

と共に、栄養のバランスがよいメニューを日替わりで提供する「Bento5」を発売する等、健康志向のお客様への訴求

を図りました。さらに、全国９地区で、それぞれの地域に根付いた料理を商品化した「ご当地弁当」を発売する等、

幅広いお客様のニーズへの対応も図りました。

　本年６月には、地域により人件費や地代家賃等の店舗運営に係るコストが異なる状況に対応するため、三大都市圏

にて一部商品の価格改定を実施しました。

　加えて、店舗収益力の一層の強化を図るため、店舗の改装・移転を積極的に行うと共に、不採算店舗の早期退店を

進めました。また、一部店舗に券売機を導入する等、新たな取り組みも開始しました。

　フランチャイズ展開につきましては、「ユニットＦＣ制度」を利用して、引き続き新規オーナーの獲得及び既存

オーナーの多店舗化に積極的に取り組みました。

　しかしながら、既存店売上高は、前年同期比94.9％となりました。

　以上の結果、売上高は、573億98百万円(前年同期比7.2％減）、営業利益は20億84百万円(前年同期比17.5％減)と

なりました。売上高につきましては、既存店売上高が前年同期実績を下回ったこと、直営店の加盟店への移管が進ん

だことが要因で、前年同期実績を下回りました。営業利益につきましては、直営店舗の原価改善や、広告宣伝費等の

コストの効率化を図ったものの、既存店売上高の減少の影響が大きく、前年同期実績を下回りました。

 

②やよい軒事業

　素材や手づくり感にこだわった定食メニューをお手頃な価格で提供することを基本に、「ゴーヤーちゃんぷるー定

食」や「ひつまぶし定食」等の郷土性や季節感を取り入れた商品やボリューム感ある商品を発売し、他店との差別化

を図りました。また、お客様に快適にご利用いただけるよう、店舗のＱＳＣの向上に努めると共に、テレビＣＭの放

映やディスカウントキャンペーンを効果的に実施し、お客様の来店促進を図りました。

　また、フランチャイズ展開を推進するため、新規オーナーの募集を行い、加盟店の増加に努めました。

　店舗展開につきましては、初めて沖縄県に出店する等、事業展開エリアを着実に広げております。

　しかしながら、既存店売上高は、前年同期比98.4％となりました。

　以上の結果、売上高は140億５百万円(前年同期比2.5％増)、営業利益は９億４百万円(前年同期比3.6％減)となり

ました。売上高につきましては、新規出店により店舗数が増加したことが要因で、前年同期実績を上回りました。営

業利益につきましては、既存店売上高の減少により、前年同期実績を下回りました。

 

③ＭＫレストラン事業

　豊富な具材と個性豊かなスープが選べる「ＭＫ鍋」に、本格飲茶やランチセットも取り揃え、お客様の幅広いニー

ズへの対応を図りました。お客様に「ＭＫ鍋」をよりお楽しみいただけるよう、２種類のスープを選べる仕切鍋を導

入した他、一部店舗で寿司食べ放題のメニューを開始する等の取り組みも実施しました。また、店舗のＱＳＣの向上

に努めると共に、テレビＣＭの放映や携帯電話・スマートフォンを利用した「ＭＫポイントサービス」会員の獲得に

も注力する等、お客様の来店促進を図りました。

　これらにより、既存店売上高は前年同期比106.0％と好調に推移しました。

　以上の結果、売上高は16億99百万円(前年同期比4.3％増)、営業利益は１億42百万円(前年同期は11百万円の営業利

益）となりました。

 

(２)財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ５億88百万円増加し、877億72百万円と

なりました。内訳は、流動資産３億93百万円の減少、固定資産９億81百万円の増加であります。流動資産の減少は、

現金及び預金７億60百万円の減少、商品及び製品６億94百万円の増加、未収入金２億67百万円の減少などによるもの

です。また、固定資産の増加は、有形固定資産８億60百万円の増加、投資その他の資産１億58百万円の増加などによ

るものです。

　負債は、前連結会計年度末に比べ３億30百万円減少し、239億45百万円となりました。内訳は、流動負債１億66百

万円の増加、固定負債４億97百万円の減少であります。流動負債の増加は、支払手形及び買掛金10億29百万円の増

加、未払法人税等８億39百万円の増加、未払消費税等８億21百万円の減少、未払金７億65百万円の減少などによるも

のです。固定負債の減少は、長期未払金４億５千万円の減少などによるものです。
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　純資産は、前連結会計年度末に比べ９億19百万円増加し、638億26百万円となりました。内訳は、利益剰余金が四

半期純利益により18億51百万円増加、剰余金の配当により９億55百万円減少したことなどによるものです。

 

(３)キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ19

億73百万円減少し、145億76百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ４億16百万円減少し、41億74百万円となりまし

た。主な内訳は、税金等調整前四半期純利益28億89百万円、減価償却費23億89百万円、たな卸資産の増加額６億94百

万円であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ14億84百万円増加し、52億９百万円となりまし

た。主な内訳は、定期預金の預入による支出97億円及び払戻による収入84億96百万円、有形固定資産の取得による支

出35億76百万円、関係会社株式の取得による支出３億６百万円であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ１百万円増加し、９億65百万円となりました。

主な内訳は、配当金の支払いによる支出９億55百万円であります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,568,000

計 92,568,000

 

②【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年10月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 44,392,680 44,392,680
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 44,392,680 44,392,680 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

 当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次の通りであります。

決議年月日 平成27年６月10日

新株予約権の数（個） 168（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 16,800（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間 平成27年７月14日～平成67年７月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格     1,882（注）２

資本組入額   （注）３

新株予約権の行使の条件

 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日か

ら10日間以内（10日目が当社の休業日に当たる場合には翌営業

日）に限り、新株予約権を行使することができる。

 その他の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議による承

認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株とする。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式

により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使され

ていない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切

り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

２ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評

価単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。
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３ ① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、これを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

 

４ 当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につ

き吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の

直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、

それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象

会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約

又は株式移転計画において定めることを条件とする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、新株予約権の目的となる株式の種類及び数に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

⑧ 新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得条項

当社は、以下の（ⅰ）、（ⅱ）、（ⅲ）、（ⅳ）又は（ⅴ）の議案につき当社株主総会で承認された場

合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める

日に、新株予約権を無償で取得することができる。

（ⅰ） 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

（ⅱ） 当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

（ⅲ） 当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

（ⅳ） 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要す

ることについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（ⅴ） 新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当

社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を

取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年６月１日～
平成27年８月31日

─ 44,392,680 ─ 3,461 ─ 3,881

 

（６）【大株主の状況】

  平成27年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

塩井 末幸 長崎県佐世保市 8,414 18.95

有限会社塩井興産 長崎県佐世保市木風町1473－19 3,386 7.63

合同会社リフレーミング
東京都港区高輪４－４－13　ガーデン高

輪303
1,912 4.31

塩井 高明 福岡市西区 1,762 3.97

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２－13－１ 1,151 2.59

塩井　辰男 福岡市西区 1,137 2.56

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（りそな銀行再信託分・株

式会社西日本シティ銀行退職給付信

託口）

東京都中央区晴海１－８－11 1,080 2.43

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２－11－３ 989 2.23

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 643 1.45

プレナス共栄会 福岡市博多区上牟田１－19－21 518 1.17

計 ─ 20,996 47.30

（注）１ 上記の他、当社所有の自己株式6,125千株（13.80％）があります。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（りそな銀行再信託分・株式会社西日本シティ銀行退職給付信

託口）の所有株式数は、株式会社西日本シティ銀行が退職給付信託としてりそな銀行株式会社に拠出し、り

そな銀行株式会社が日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に再信託している株式数であります。

 

EDINET提出書類

株式会社プレナス(E03200)

四半期報告書

 8/21



（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式　 6,125,800

─
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　38,230,200 382,302 同上

単元未満株式（注） 普通株式　　　36,680 ─ 同上

発行済株式総数 44,392,680 ─ ─

総株主の議決権 ─ 382,302 ─

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年８月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社プレナス

福岡市博多区上牟田
１丁目19番21号

6,125,800 ─ 6,125,800 13.80

計 ─ 6,125,800 ─ 6,125,800 13.80

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年６月１日から平成

27年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年８月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 23,748 22,988

受取手形及び売掛金 2,343 2,234

商品及び製品 5,357 6,052

原材料及び貯蔵品 49 50

その他 2,944 2,648

貸倒引当金 △163 △85

流動資産合計 34,281 33,887

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 26,665 27,362

その他（純額） 10,152 10,315

有形固定資産合計 36,817 37,678

無形固定資産 501 463

投資その他の資産   

その他 15,603 15,764

貸倒引当金 △19 △21

投資その他の資産合計 15,584 15,742

固定資産合計 52,903 53,884

資産合計 87,184 87,772

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,912 5,942

未払法人税等 310 1,150

賞与引当金 319 430

ポイント引当金 95 93

株主優待引当金 76 50

資産除去債務 22 31

その他 9,686 7,891

流動負債合計 15,424 15,590

固定負債   

資産除去債務 4,357 4,461

その他 4,494 3,894

固定負債合計 8,852 8,355

負債合計 24,276 23,945
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,461 3,461

資本剰余金 4,916 4,888

利益剰余金 66,157 67,054

自己株式 △12,035 △11,940

株主資本合計 62,500 63,463

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18 28

繰延ヘッジ損益 2 2

為替換算調整勘定 39 41

その他の包括利益累計額合計 60 73

新株予約権 235 200

少数株主持分 110 89

純資産合計 62,907 63,826

負債純資産合計 87,184 87,772
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
 前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
 至 平成26年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年８月31日)

売上高 77,131 73,103

売上原価 35,768 33,124

売上総利益 41,362 39,979

販売費及び一般管理費 ※ 37,982 ※ 36,919

営業利益 3,380 3,060

営業外収益   

受取利息 32 35

受取配当金 7 3

為替差益 78 38

固定資産賃貸料 78 78

持分法による投資利益 8 7

その他 98 126

営業外収益合計 304 290

営業外費用   

固定資産賃貸費用 19 15

保険解約損 － 64

その他 17 20

営業外費用合計 37 99

経常利益 3,647 3,250

特別利益   

固定資産売却益 4 3

特別利益合計 4 3

特別損失   

固定資産処分損 161 156

減損損失 123 194

その他 3 13

特別損失合計 288 364

税金等調整前四半期純利益 3,363 2,889

法人税等 1,298 1,060

少数株主損益調整前四半期純利益 2,064 1,829

少数株主損失（△） △10 △22

四半期純利益 2,074 1,851
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
 前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
 至 平成26年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年８月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,064 1,829

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1 9

繰延ヘッジ損益 - 0

為替換算調整勘定 △16 3

その他の包括利益合計 △14 14

四半期包括利益 2,049 1,843

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,067 1,864

少数株主に係る四半期包括利益 △17 △20
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
 前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年３月１日
 至 平成26年８月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年３月１日
 至 平成27年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,363 2,889

減価償却費 2,288 2,389

減損損失 123 194

株式報酬費用 46 31

持分法による投資損益（△は益） △8 △7

貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 △59

賞与引当金の増減額（△は減少） 106 111

ポイント引当金の増減額（△は減少） 0 △2

株主優待引当金の増減額（△は減少） △61 △26

受取利息及び受取配当金 △39 △38

為替差損益（△は益） △70 △33

有形及び無形固定資産処分損益（△は益） 156 152

売上債権の増減額（△は増加） △568 109

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,854 △694

仕入債務の増減額（△は減少） 1,664 1,029

その他 1,208 △1,660

小計 6,339 4,383

利息及び配当金の受取額 43 23

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,791 △231

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,591 4,174

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,000 △9,700

定期預金の払戻による収入 5,000 8,496

有形固定資産の取得による支出 △4,138 △3,576

有形固定資産の除却による支出 △107 △175

有形固定資産の売却による収入 18 6

無形固定資産の取得による支出 △69 △38

貸付けによる支出 △158 △275

貸付金の回収による収入 139 269

差入保証金の差入による支出 △220 △150

差入保証金の回収による収入 112 166

関係会社株式の取得による支出 △258 △306

その他 △42 74

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,725 △5,209

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △956 △955

その他 △7 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △964 △965

現金及び現金同等物に係る換算差額 62 27

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △36 △1,973

現金及び現金同等物の期首残高 15,117 16,549

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 147 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 15,228 ※ 14,576
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日）

税金費用の計算

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

前連結会計年度
（平成27年２月28日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年８月31日）

加盟店等 170百万円 加盟店等 160百万円

（当社指定業者からの仕入等の債務保証） （当社指定業者からの仕入等の債務保証）

当社従業員 1百万円 当社従業員 1百万円

（銀行借入債務保証） （銀行借入債務保証）

 

（四半期連結損益計算書関係）

第２四半期連結累計期間

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
   至 平成26年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
   至 平成27年８月31日）

給料手当及び賞与 15,144百万円 14,534百万円

賞与引当金繰入額 410百万円 401百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

現金及び預金 23,250百万円 22,988百万円

預入期間３ヵ月超の定期預金及び定期積金 △8,021百万円 △8,412百万円

現金及び現金同等物 15,228百万円 14,576百万円
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（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月17日
取締役会

普通株式 955 25.00 平成26年２月28日 平成26年４月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月18日
取締役会

普通株式 955 25.00 平成26年８月31日 平成26年10月31日 利益剰余金

 

当第２四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月16日
取締役会

普通株式 955 25.00 平成27年２月28日 平成27年４月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月８日
取締役会

普通株式 1,148 30.00 平成27年８月31日 平成27年11月11日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

ほっともっと
事業

やよい軒事業
ＭＫレスト
ラン事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高
（その他営業収入を含む）

61,832 13,668 1,629 77,131 － 77,131

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 61,832 13,668 1,629 77,131 － 77,131

セグメント利益 2,527 938 11 3,476 △96 3,380

（注）１ 当社には、報告セグメントに含まれない事業セグメントはありません。

２ セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３ 

ほっともっと
事業

やよい軒事業
ＭＫレスト
ラン事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高
（その他営業収入を含む）

57,398 14,005 1,699 73,103 － 73,103

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 57,398 14,005 1,699 73,103 － 73,103

セグメント利益 2,084 904 142 3,131 △71 3,060

（注）１ 当社には、報告セグメントに含まれない事業セグメントはありません。

２ セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 54円28銭 48円42銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,074 1,851

普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ―

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,074 1,851

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,218 38,242

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 54円17銭 48円34銭

四半期純利益調整額（百万円） ─ ―

普通株式増加数（千株） 77 63

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

─ ─

 

２ 【その他】

中間配当

平成27年10月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,148,006,220円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30円00銭

(ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・・平成27年11月11日

（注）平成27年８月31日の最終の株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成27年10月９日

株式会社プレナス

取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 馬   場   正   宏   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松   嶋      敦      印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 甲   斐   祐   二   印

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プレナ

スの平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年６月１日から平成

27年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年８月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プレナス及び連結子会社の平成27年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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